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モデル自治体との意見交換会

■目的
地域での適応の取組を更に促進していくため、環境省モデル
事業の参加自治体間の取組を共有するとともに、今後の環境省
による地域支援の取組等について意見を聴取。

1

■参加者
・モデル自治体の適応担当者
埼玉県、神奈川県、滋賀県、兵庫県、愛媛県、長崎県、熊本県、仙台市、川崎市
（福島県、三重県は都合により欠席。資料提供有。）

・国立環境研究所
・環境省地球環境局気候変動適応室 等

■日時
平成28年11月8日（火） 13:00～17:00

※モデル自治体： 環境省「地方公共団体における気候変動影響評価・適応計画策定等支援事業」
（モデル事業）に参加する１１自治体

■議題
・各モデル自治体の取組の共有
・環境省における地域での適応の推進に係る取組



自治体 最近の主な取組

福島県 「福島県の気候変動と影響の予測（平成28年3月）」を公表

仙台市 「地球温暖化対策推進計画（平成28年3月）」に適応を位置付け

埼玉県 「地球温暖化への適応に向けて～取組の方向性～（平成28年3月）」を公表

神奈川県 「神奈川県地球温暖化対策計画（平成28年10月改定）」に適応を位置付け

川崎市 「川崎市気候変動適応策基本方針（平成28年6月）」を公表

三重県 「三重県の気候変動影響と適応のあり方について（平成28年3月）」を公表

滋賀県 「低炭素社会づくり推進計画」改定時に適応を位置付け予定（平成28年度）

兵庫県 「適応策基本方針」の策定を予定（平成28年度末）

愛媛県 普及啓発リーフレット「気候変動の影響と適応の推進（平成28年3月）」を公表

長崎県 「長崎県地球温暖化対策実行計画」見直し時に適応策見直し予定（平成29年度）

熊本県 「第5次熊本県環境基本計画（平成28年2月）」に適応策を位置付け

モデル自治体の取組の概要
モデル事業では、文献調査や専門家の紹介等を通して、各モデル自治体の気候変動
の影響についての知見の整理や適応計画の策定支援等を行ってきた。

各モデル自治体とも、環境部局が中心となり、関係部局（農政部局、土木部局、保健
部局等）を集めた連絡会議等を設置し、適応策の推進体制を整備している。

また、既存の知見等を活用して気候変動の影響評価を行い、適応策を行政計画に位
置付けている。
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モデル自治体の取組事例
－庁内の推進体制（１／２）－

3※ 地方公共団体における気候変動適応計画策定ガイドライン Ver 1.0 （平成28年8月環境省）より抜粋



モデル自治体の取組事例
－庁内の推進体制（２／２）－

4※ 地方公共団体における気候変動適応計画策定ガイドライン Ver 1.0 （平成28年8月環境省）より抜粋



モデル自治体の取組事例
－影響評価の方法（１／２）－

5
※ 地方公共団体における気候変動適応計画策定ガイドライン Ver 1.0 （平成28年8月環境省）より抜粋



モデル自治体の取組事例
－影響評価の方法（２／２）－

6
※ 地方公共団体における気候変動適応計画策定ガイドライン Ver 1.0 （平成28年8月環境省）より抜粋



モデル自治体の取組事例
－行政計画への位置づけ（１／２）－
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※ 地方公共団体における気候変動適応計画策定ガイドライン Ver 1.0 （平成28年8月環境省）より抜粋



モデル自治体の取組事例
－行政計画への位置づけ（２／２）－

8
※ 地方公共団体における気候変動適応計画策定ガイドライン Ver 1.0 （平成28年8月環境省）より抜粋



気候変動適応情報プラットフォームについての意見・要望
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○先進自治体の計画策定等の取組事例の共有
先進自治体による適応策の推進体制の構築、影響評価の実施、計画の策
定等の取組事例は、他の自治体にとって参考になるため、わかりやすく整理
し、共有することが重要。

○適応策の具体的な事例の共有
実際に適応策を行う農政部局や土木部局等が事業化・予算化をしていく上
で参考となるよう、適応策の具体的な事例を整理し、共有することが重要。

○影響予測結果の解像度や確度
影響予測結果の解像度については、数キロメッシュ単位のデータがあれば
十分ではないか。むしろ、市民や事業者に説明していく上では、影響予測結
果の確度が重要であり、確度が低い情報は扱いづらい。

○地域の影響に関するデータの継続的な蓄積
関係府省庁との連携の下で、地域の気候変動影響に関するデータが継続
的に蓄積される仕組みが必要。

○他の研究プロジェクトとの連携
環境省環境研究総合推進費S-8プロジェクトの成果や気候変動影響評価報
告書の論文情報だけでなく、SI-CAT等の関係府省庁のプロジェクトの成果
や最新情報を掲載してもらいたい。
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○地域適応コンソーシアムによる連携強化
地域適応コンソーシアムを通して、国の地方支分部局、地域の大学・試験研
究所などの研究者、他の地方公共団体との連携が進むことを期待。ただし、
どのような主体に参画を求め、何を実現していくか、目的や成果を明確にし、
共通認識を醸成した上で適応の取組進めていくことが重要。

○都道府県と市町村の役割の整理
地域レベルで影響評価や適応策を進めるに当たって、都道府県と市町村の
役割を整理していくことが重要。

○地域特有の影響評価ニーズの考慮
地域レベルで影響評価を進めるには、地域の農産品など、地域特有の影響
評価ニーズがある項目について考慮が必要。

○全国レベル・地域レベルでの評価
地域ブロックごとに個々に影響評価を進めるだけでなく、全国レベルで影響
評価を進めていくべき項目があり、整理が必要。地域レベルで影響評価を
進めるには、共通・統一的な手法の整備が必要。また、実際の適応策の検
討は都道府県・地域レベルになるとしても、影響評価は気候区分ごとに整理
するほうが効果的ではないか。

地方公共団体の適応取組支援についての意見・要望
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○普及啓発用の資料等の提示
情報提供や普及啓発に活用できる標準的なパンフレットや事例集、更には、
都道府県が自ら普及啓発用の資料を作成する際に活用できる影響予測の
図表やイラストなどを、プラットフォームを通して提供してほしい。

○個人の具体的な活動事例の共有
市民が適応に取り組むに当たって、どのような具体的行動を取るべきか全く
知見がないため、わかりやすく具体的な活動事例を示していくことが必要。

○地球温暖化防止活動推進員の活用
地球温暖化防止活動推進員は、地域において市民に対して地球温暖化防
止に向けた普及啓発活動を進めているが、現在のところ、緩和（温室効果ガ
スの削減）を進めるための活動が中心となっている。今後は、地球温暖化防
止活動推進員の活動の幅を広げ、緩和の取組だけでなく、気候変動の影響
と適応の取組についても、国民の理解を深めるための普及啓発活動を進め
ていただいてはどうか。

適応の普及啓発の進め方についての意見・要望


